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JST-CRDS ショートレポート 

「AI for Science Spotlights Vol.2 

AI エージェントの科学研究への展開」深掘り調査報告 

― 一次情報の検証、政策動向の国際比較、および知的財産戦略上の論点 ― 

2026 年 8 月 7 日 

Claude Opus 5 

要旨 

本報告は、JST 研究開発戦略センター（CRDS）が 2026 年 8 月 7 日に公表したショートレポート

「AI for Science Spotlights Vol.2『AI エージェントの科学研究への展開』」1 について、一次情報の

検証を行ったうえで、背景となる政策動向、国内外の技術的到達点、および知的財産戦略上の論点

を整理したものである。 

指定された URL のレポートは実在を確認した。発行日は 2026 年 8 月 7 日、著者は杉村佳織・永

野智己（いずれも JST-CRDS フェロー）、DOI は 10.82643/crds-fy2026-sr-02 である 1。日付・タ

イトルの齟齬は認められなかった。内容は、Google Co-Scientist、FutureHouse Robin、LBNL A-

Lab、Sakana AI The AI Scientist など国内外の事例を整理し、「自律性を高めること」よりも「科学

的妥当性・再現性・判断過程の追跡可能性・人間による承認・安全性」を備えた研究システムの設

計を今後の課題とする、概観型のレポートである 1。 

政策面では、文部科学省「AI for Science の推進に向けた基本的な戦略方針」（2026 年 3 月 31 日

策定）21,22 を筆頭に、日本は米国の Genesis Mission25、EU の「AI in Science Strategy」33、英国の

Sovereign AI Unit34 と並ぶ国際的な技術覇権競争の只中にある。 

知的財産の観点では、DABUS 事件が 2026 年 3 月 4 日の日本最高裁による上告不受理で確定し
36,37、「発明者は自然人に限る」との解釈が日米欧で収斂した。日本は知的財産推進計画 2025 にお

いて AI 利用発明の発明者定義の見直しを検討中であり 43,44、知財実務上は「人間の着想（conception）

の証跡設計」と「AI 創薬における plausibility の先取り」が最重要の論点となる。 

1. 一次情報の確認と書誌情報 
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指定 URL は正常に取得でき、記載の発行日・タイトル・シリーズ上の位置づけはいずれも実在す

るものであった 1。書誌情報は以下のとおりである。 

・ 表題：ショートレポート AI for Science Spotlights Vol.2「AI エージェントの科学研究への展開」
1 

・ 発行日：2026 年 8 月 7 日／著者：杉村佳織・永野智己（JST-CRDS フェロー）1 

・ DOI：10.82643/crds-fy2026-sr-02／掲載欄：「CRDS フェローが解説！最新のサイエンス」1 

・ PDF 版：CRDS-FY2026-SR-02 として別途公開 2 

シリーズ「AI for Science Spotlights」は、AI for Science をめぐる国内外の政策動向や研究開発の

潮流をコンパクトに整理するものとして位置づけられ、各号で時宜に応じたテーマの背景・具体的

な動き・今後の展望を紹介する構成をとる 1。Vol.1「AI for Science の現在地 ―研究プロセスを変え

る AI の広がり―」（2026 年 7 月 17 日）が支援系から自律系までの全体像を示し 3、本 Vol.2 はその

うち「AI エージェント」に焦点を絞った第一弾にあたる。 

なお、著者の一人である永野智己は、CRDS の俯瞰報告書「AI for Science の動向 2026」（CRDS-

FY2025-RR-05）の総括責任者でもあり、同報告書はショートレポート Vol.1 の本文において 2026 年

2 月公表と記載されている 3,4、本ショートレポートは同報告書を土台とした速報的整理と位置づけら

れる。冒頭画像には生成 AI を用いて作成した旨の注記がある 1。 

2. レポート本体の内容整理 

2.1 「AI エージェント」の定義と背景 

レポートは「AI エージェント」を、研究者が示した目的に応じて必要な作業を組み立て、文献デ

ータベース、研究データ、専門ソフトウェア、計算環境などを使いながら一連の処理を進める AI シ

ステムと定義する 1。文献を調べる AI、コードを作成する AI、データを解析する AI、実験条件を提

案する AI を一つのワークフローで連携させる試みが始まっており、複数の専門エージェントに役割

を分担させたうえで別のエージェントが全体を調整する「マルチエージェント型」もこれに含まれ

る 1。 

注目される背景として、基盤モデルの推論能力・コーディング能力の向上に加え、研究用データ

ベース・専門ソフトウェア・計算環境を AI から利用させる仕組みが整ってきたことが挙げられてい

る 1。2026 年には仮説生成・計算研究・生命科学研究を対象とする複数のシステムが学術誌で相次

いで報告された 1。 
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重要な留保として、レポートは「AI 科学者」「科学エージェント」「自律ラボ」の指す範囲が一

様でないことを明記し、対象とする研究プロセス、自律性の程度、人間の関与度、実験装置との接

続度に違いがあると指摘する 1。この点は用語の混乱を避けるうえで実務的に有用な整理である（表

1 で各機関のシステムの研究プロセス対応が整理されている）。 

2.2 3 つの方向性と適用される研究プロセス 

レポートは具体的な取り組みを大きく 3 方向に整理する 1。 

・ 仮説生成型：Google の Co-Scientist。研究目標と既存証拠に基づき検証可能な仮説を生成し、

複数エージェントが仮説の生成・批判・順位付け・改良を反復する 1 

・ 研究サイクル統合型：FutureHouse の Robin。文献探索の Crow／Falcon、データ解析の Finch

を連携させ、仮説生成→実験計画→データ解析→次の仮説提示を反復する 1 

・ 自律実験型：ローレンス・バークレー国立研究所（LBNL）等の A-Lab。AI の判断をロボッ

ト・実験装置に接続した閉ループを構成する 1 

適用される研究プロセスの段階としては、文献調査、仮説生成、計算、実験計画、実験実行、デ

ータ解析、図表作成、論文執筆、査読までが列挙されるが、各システムで対応範囲は大きく異なる 1。 

2.3 取り上げられた具体事例 

海外事例としては、Google Co-Scientist（生命科学における培養細胞・オルガノイドによる検証の

初期結果）、FutureHouse Robin（乾性加齢黄斑変性を対象に既存薬リパスジルを候補として提示し、

研究構想から論文投稿まで少人数チームで約 2.5 カ月）、LBNL A-Lab（無機材料の自律合成）が挙

げられている 1。 

国内事例としては、Sakana AI「The AI Scientist／v2」（機械学習研究の着想から文献探索・コー

ド作成・計算実験・データ解析・図表作成・論文執筆・査読までを自動化。v2 はコードのひな型に

依存せず幅広い課題を探索）、三井化学の化学構造式読取り生成 AI エージェント（2026 年 3 月発

表。初期検証で従来約 1 カ月を要した文献調査を約 1 日に短縮したと報告）、Matlantis（Claude 

Code や Codex 等の AI エージェントを汎用原子レベルシミュレーターに接続し、分野固有の手順を

与える知識集「Skills」を用いる）、東京大学・一杉太郎教授らの取り組み（日本電子・堀場製作

所・リガク・島津製作所・デンソーウェーブ・パスカル・テクトスと連携し、薄膜合成から XRD 測

定・解析までを接続して LiCoO₂の合成条件を自律最適化）、東大と日本ファインセラミックス協会

の協働ラボ、パナソニック インダストリーの 24 時間 365 日稼働する自動実験スマートラボ（大阪府
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門真市）が紹介されている 1。 

2.4 指摘された課題 

「今後へ向けて」の節で、レポートは以下の課題を挙げる 1。 

・ AI が生成する仮説・論文の増加に伴う科学的妥当性の検証負荷。専門家による確認、コードの

再実行、異なる手法による解析、実験の再現を組み合わせる必要があるが、人間が行える範囲

には物理的な限界がある 1 

・ 検証可能性の確保のため、使用した AI モデル・文献・データ・コード・計算/実験条件・AI の

判断履歴を記録し共有する仕組みの整備 1 

・ リスクを伴う実験、外部システムへのアクセス、成果公開の各工程における人間の確認・承認

の組み込み 1 

・ 研究者の作業比重の変化。探索・コード作成・反復解析は AI が担い、研究者は課題設定と評価

基準の設定、妥当性判断、解釈、重要な意思決定へ比重を移す 1 

・ 効率化のみならず、探索範囲・成果の質・再現性・安全性を含めた設計と評価 1 

・ 科学の営みそのものの問い直しと、国際的な議論・コンセンサス形成 1 

【分析】本レポートは「AI 科学者が人間を置き換える」という煽情的な言説を明確に退け、「科

学者が扱える情報と実験条件の範囲を広げる研究基盤」という穏当な立場をとる。参考文献に挙げ

られた Co-Scientist・Robin 論文が Nature 誌で「1-3」ページ表記（accelerated article preview 段階）

である点は、本レポートが極めて最新の一次文献に基づく速報的整理であることを示している 1,8。 

3. 各事例の技術的裏付け（外部一次情報による補強） 

3.1 Co-Scientist と Robin ― 「検証のパラドクス」 

Robin 論文（Ghareeb, A. E. et al.「A multi-agent system for automating scientific discovery」、

DOI: 10.1038/s41586-026-10652-y、プレプリントは arXiv:2505.13400）は、乾性加齢黄斑変性に関

する仮説から出発し、既存薬リパスジルが網膜色素上皮細胞の機能を高める候補となる可能性を示

したとされる 8,9。CRDS レポートは Co-Scientist 論文とともに Nature（2026）1-3 頁として引用し

ており、いずれも正式な巻号確定前の advance publication 段階にある 1。二次情報には 2026 年 5 月

19 日掲載との記載があるが 11、正確な掲載日は本報告では未確認である。 

ただし論文原文には、AI 解析モジュールがリパスジルの貪食能を 7.5 倍と報告したのに対し、人
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間による再解析では 1.75 倍であったと明記されている 9（後続の検証では DMSO 対照比 1.89 倍との

報告もある 12）。この乖離は、自律解析の検証負荷を象徴する事例として重要であり、レポートが強

調する「妥当性確認の課題」1 を具体的に裏づけるものである。なお、FutureHouse の公式発表は、

研究構想から論文投稿までを少人数チームが約 2.5 カ月で実施したとしている 10,14。 

Co-Scientist については、Gottweis, Juraj et al.「Accelerating scientific discovery with Co-Scientist」

が Nature 誌に掲載されている（DOI: 10.1038/s41586-026-10644-y）6。CRDS レポートは、Co-

Scientist が生成した仮説の一部について人間の研究チームが培養細胞やオルガノイドを用いて検証

し、仮説を支持する初期的な結果を得ていると記述する 1。なお二次情報には具体的な抑制率等の数

値報告もあるが 11,13、本報告では原論文で未確認のため数値の引用は控える。 

3.2 Sakana AI The AI Scientist ― Nature 掲載と「査読通過」の正確な射程 

The AI Scientist は 2026 年 3 月 25 日に Nature 誌にオンライン掲載された（Lu, Chris et al.

「Towards end-to-end automation of AI research」Nature 651 巻 8107 号 914-919 頁、DOI: 

10.1038/s41586-026-10265-5）7。著者は Sakana AI、オックスフォード大学 FLAIR、ブリティッシ

ュコロンビア大学、Vector Institute に所属し、2025 年 7 月 8 日受理・2026 年 2 月 11 日採択である
7。CRDS レポートはこの論文を、2026 年に学術誌で相次いで報告された 3 件のシステムの一つとし

て、Co-Scientist6 および Robin8 と並べて引用している 1。 

いわゆる「査読通過」の実績は、2025 年の ICLR 2025 ワークショップ「I Can't Believe It's Not 

Better（ICBINB）」に投稿された 3 本のうち 1 本が、個別スコア 6・7・6（平均 6.33）を得てワー

クショップの採択閾値を上回ったことを指す 15,16。Nature 掲載論文自身も、ワークショップは査読

を経た採択の基準が本会議より実質的に低いとしたうえで、The AI Scientist の原稿の 1 本がワーク

ショップにおける人間の平均採択閾値を超えるスコアを得た旨を、基準の低い査読プロセスを通過

した一例として記述している 7。 

したがって「査読通過」は本会議採択水準を意味しない点に留保が必要である。Sakana AI 自身が

3 本とも ICLR 本会議トラックの採択水準には達しないと表明しており、採択された論文にも引用エ

ラーが指摘されている 15,16。独立評価では虚偽データを含む割合が高いとの報道もある 17。ただし、

これらはいずれも 2025 年時点の評価であり、システム自体はその後 2026 年 3 月に Nature 本誌に掲

載されている 7。CRDS レポートは、Sakana AI の報告において自律的な研究システムが科学文献や

査読に与える影響が指摘されている点に言及している 1。 

3.3 A-Lab ― 訂正された「新規性」 



6 

A-Lab は 2023 年 11 月の Nature 論文で、17 日間・58 ターゲット中 41 の新規化合物を合成したと

報告した 18。しかしユニヴァーシティ・カレッジ・ロンドンの Robert Palgrave らが X 線回折による

同定に深刻な問題を指摘し 19、2026 年 1 月 19 日に Author Correction（DOI: 10.1038/s41586-025-

09992-y）が発行された 20。訂正により、「新規性」とは予測プラットフォームにとっての新規性で

あって科学にとっての新規性ではない旨が明確化された 20。 

【分析】CRDS レポートが A-Lab について、結果に応じて次の条件を変更する自律性を持つ一方

で、対象材料・原料・温度範囲・測定方法は人間が設定していると限定的に描写している点 1 は、こ

の論争を踏まえた慎重な記述と解釈できる。なおレポートの脚注 6 が付す DOI は 2023 年の原論文

ではなく訂正版を指している 1,20。 

4. 背景 ― 日本の AI for Science 政策動向 

CRDS は 2021 年の戦略プロポーザル「人工知能と科学」において、「知識→仮説→予測→実験結

果→知識」というサイクル全体に AI が寄与する「科学研究の自動化」を提唱し、課題を①大規模・

網羅的な仮説生成・探索、②仮説評価・検証のハイスループット化、③人間中心の科学研究サイク

ル統合の 3 点に同定していた 5。俯瞰報告書「AI for Science の動向 2026」は 2025 年末時点の動向

を整理したものであり、AI for Science を第 5 の科学研究パラダイムとして位置づけている 3,4。 

政府方針としては、文部科学省が 2026 年 3 月 31 日に「AI for Science の推進に向けた基本的な戦

略方針」を策定した 21,22。第 7 期科学技術・イノベーション基本計画期間にあたる 2026〜2030 年度

を対象とし、今後 5 年を集中改革期間として 20 のアクションを設定している 21。主な定量目標は以

下のとおりである 21。 

・ Top10%論文中の AI 関連論文数を 2035 年度までに世界 3 位へ 21 

・ AI 関連論文数の割合を世界 10 位から 5 位へ 21 

・ AI 高度研究人材を 5 年で 3,000 人増 21 

・ AI for Science 共用計算資源を 2030 年度までに 10 倍以上、SINET を 2028 年度までに 2 倍高速

化、NII RDC を 2030 年度までに容量 5 倍・AI 化 21 

・ 中長期目標として、重要技術領域の先端的成果創出および研究開発期間を 1/10 に 21 

具体的な取り組みとしては「富岳 NEXT」の開発、AI 駆動ラボ（3 年で新素材開発速度 10 倍の潜

在力）、バイオ生成基盤モデル等が掲げられている 21。推進体制としては、AI for Science 推進委員

会（第 1 回は 2026 年 2 月 9 日）23 および研究データワーキンググループが設置され、後者は 2026
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年 7 月 24 日に審議まとめ「AI for Science を支える研究データの管理・利活用と流通の在り方につい

て」を公表した 24。 

同審議まとめは、「オープン・アンド・クローズ戦略」の明確化、国外移転・外部クラウド利

用・大規模モデル学習利用に関する基本的考え方の整理、大型公的資金研究へのデータマネジメン

トプラン策定要求を打ち出している 24。また政府は「AI for Science」を AI 基本計画および統合イノ

ベーション戦略 2026 の横断的重点事項に位置づけ、今後 5 年間で機動的・大胆な投資を行う方針を

示している 21。 

5. 国際比較 

米国では、2025 年 11 月 24 日の大統領令 14363 により「Genesis Mission」が創設され、エネルギ

ー省（DOE）が American Science and Security Platform 等の実装主体となっている 25。とりわけ注

目すべきは、NSF が 2026 年 7 月 23 日に、AI 駆動自律実験室の全国ネットワーク（Programmable 

Cloud Laboratories Test Bed）に対し 20 チームへ 3 億 8,000 万ドルの初期投資を行うと発表した点

である 26,30。これに Astera Institute による 2,000 万ドルの慈善拠出が上乗せされ、総額約 4 億ドルと

なり、うち 14 チームが AAU 加盟大学に属する 26,27,28。カーネギーメロン大学の「AI Science Foundry」

は 2 つのクラウドラボで 80 を超えるロボット計装を統合し 29、ノースカロライナ州立大学では Milad 

Abolhasani が主導する自律化学ラボ（4 年 2,000 万ドル）が採択された 30。パシフィック・ノースウ

ェスト国立研究所（PNNL）は 5 年以内に全実験に自律性を導入すると宣言している 31。 

EU では、2024〜2025 年に 4 つの主要コミュニケーションにより約 100 の AI イニシアチブが打ち

出され 32、「Apply AI Strategy」（10 億ユーロ）と並んで「AI in Science Strategy」が発表された 33。

その中核には RAISE（Resource for AI Science in Europe）が置かれ、「技術主権（technological 

sovereignty）」が前面に掲げられている 32,33。 

英国では 2025 年 11 月、科学大臣 Patrick Vallance らが主導し AI 駆動科学の国家戦略が発表され、

Sovereign AI Unit が自律ラボ・プラットフォームの開発およびスケール提案に対する資金公募を実

施する予定とされる 34。ただし英議会科学技術委員会は、政府に AI 主権に関する一貫した戦略枠組

みがないと警告している 35。 

中国は 2035 年までの三段階目標を掲げ、AI を社会・経済全域に融合し新質生産力を目指すとされ

る 4,21。 

【分析】各国とも「主権」「自律ラボ」「基盤モデル」を共通のキーワードとしており、AI for 

Science が技術覇権競争の中核に位置づけられていることが読み取れる。日本の戦略方針が米国・英
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国などとの戦略的国際連携を明示している点 21 は、単独では計算資源・データ規模において劣後す

るとの現実認識を反映していると解釈できる。 

6. 知的財産の観点 

6.1 AI 発明の発明者適格性・権利帰属 

Stephen Thaler 博士の AI「DABUS」を発明者とする出願について、日本では東京地裁（令和 6 年

5 月 16 日、令和 5 年（行ウ）第 5001 号）および知財高裁（令和 7 年 1 月 30 日、令和 6 年（行コ）

第 10006 号）が特許法上の発明者は自然人に限ると判示し、2026 年 3 月 4 日に最高裁が上告を不受

理として確定した 36,37,38。米国（連邦巡回区控訴裁判所および東部ヴァージニア地裁）、英国、EPO

でも同様に自然人要件により拒絶されており、日米欧の運用が収斂した 36,38。 

米国 USPTO は、2025 年 11 月 28 日発効の改訂ガイダンス（Federal Register 2025-21457、Docket 

PTO-P-2025-0014、大統領令 14179 を実装）により、2024 年 2 月のガイダンスを全面的に撤回した
39,42。改訂ガイダンスは AI を実験装置やソフトウェアと同様の「道具」と位置づけ、単独の自然人

による発明については Pannu factors の適用を撤廃し、伝統的な着想（conception）テストを AI 支援

発明にも一律に適用する 39,40。適用範囲は意匠特許・植物特許にも拡張された 41,42。実務家からは

「AI 支援発明を特許化しやすくする親イノベーション路線」と評される一方 40、裁判所が同調する

かは未知数であり、USPTO が認めても裁判所が無効と判断する可能性があるとの留保も示されてい

る 41。 

日本の検討状況としては、知的財産推進計画 2025（2025 年 6 月 3 日 知的財産戦略本部決定）が、

AI 関連発明を①AI モデル発明、②AI 適用発明、③AI 利用発明、④AI 自律発明の 4 類型に整理して

いる 43,44。現状については、発明の特徴的部分の完成に創作的に寄与した者を発明者とするこれまで

の考え方に従って自然人の発明者を認定すべきとしつつ、将来に向けて、使用した生成 AI の開発者

（学習データの選択やファインチューニングを行った者等）や利用者（プロンプトを入力した者

等）、発明の効果を確認した者が含まれ得るか否か、含まれる場合の類型や判断手法、国際調和等

の論点について、共有関係の複雑化による特許発明の社会実装の阻害につながらないことにも留意

しつつ議論することが求められる、と明示している 44。施策の方向性としては、特許庁が AI 利用発

明の発明者の定義等について検討を進め、法改正を含めた必要な措置を講ずる旨が記載されている
43,44。 

なお特許庁の令和 5 年度調査研究および「AI 時代の知的財産権検討会」中間とりまとめ（2024 年

5 月）は、現時点において発明の創作過程における AI の利活用の影響により従来の特許法による保
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護の在り方を直ちに変更すべき特段の事情は発見されなかったとし、発明の技術的特徴部分の具体

化に創作的に関与した者を発明者とする現行の考え方で対応可能とする意見が多数であったと結論

づけている 45。この検討は産業構造審議会知的財産分科会特許制度小委員会（第 51〜53 回、令和 7

年）で継続されている 45,46。 

【分析】日米欧いずれも「AI は道具、発明者は自然人」という点で当面安定している。論争の焦

点は、人間と AI の協働において人間の寄与が「モデルを走らせて良い出力を選んだ」程度にとどま

る場合に誰が発明者となるかという中間領域に移っており、USPTO ガイダンスも日本の審議もこの

点を未解決と認めている 40,44。知財高裁自身が、制度設計は国際協調を含め一国の産業政策の観点か

ら議論されるべきとして立法的解決を促した点 36 は、今後の法改正論議の起点として重要である。 

6.2 自律実験・AI 創薬分野の特許動向と主要プレイヤー 

主要プレイヤーとしては、Insilico Medicine（生成化学 Chemistry42 および PandaOmics を擁し、

TNIK 阻害剤 ISM001-055／INS018_055 が特発性肺線維症で Phase IIa 陽性。標的発見から Phase 1

まで 30 カ月未満）、Recursion（フェノミクス基盤。Exscientia との統合によりエンドツーエンド化

を図るが、REC-994 は 2025 年 5 月に開発中止）、Schrödinger（物理ベース。zasocitinib／TAK-279

が Phase III）、BenevolentAI、Relay Therapeutics などが挙げられる 48,49。 

特許動向としては、AI 創薬関連特許は米国が首位（2002〜2024 年で 465 件）で中国 173 件が続

くとされ、主要出願人には University of California、Peptilogics、Genentech、MIT、Harvard が含

まれる（対象計 1,087 件）50。Insilico、Recursion、BenevolentAI は、分子と発見エンジンの双方を

保護する二層構造の IP 戦略を採用していると分析されている 51,52。 

欧州特許庁の拡大審判部決定 G 2/21 のインパクトも重要である。AI 生成化合物の物質特許

（composition-of-matter）において、出願時に技術的効果の裏付けが乏しい場合、出願後データに

よる救済が plausibility 要件により制限され得る 53,54。G 2/21 は当業者が出願時に実質的な疑義を持

たない限り技術的効果は当初から蓋然的とみなす方向（ab initio implausibility）に寄っているが、治

療用途など不確実性の高い分野では追加立証が必要となる 53。 

【分析】Insilico 方式、すなわち計算設計から生物学的検証へ進み、検証イベントを特許出願のト

リガーとして候補発見から仮出願までを数週間で回す運用は、AI 生成発明を防御可能にする実務モ

デルとして評価されている 55。知財戦略上の要諦は、発明者性以上に「plausibility・実験的裏付けを

出願時に具備すること」にあると言える。 

6.3 研究データの取扱い ― 営業秘密とオープンサイエンスの緊張 
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文部科学省研究データワーキンググループの審議まとめ（2026 年 7 月 24 日）は、「オープン・ア

ンド・クローズ戦略」の明確化を提言するとともに、データレジデンシー、学習不利用、監査可能

性を満たすクラウド型 AI サービス環境の整備を求めている 24。同まとめは、非公開または慎重な判

断を要するデータを AI サービスで扱う際のリスク（想定外の目的での利用、第三者提供）を明示し

ている 24。他方、米国 NSF の PCL は Astera Institute の拠出条件として、オープンサイエンス、再

現性、データの AI-ready 化、迅速な公開を優先している 26,28。 

【分析】自律ラボが生み出す大量の実験データ、とりわけ失敗データ・ネガティブデータは競争

力の源泉であり、これを営業秘密（不正競争防止法）として秘匿するか、オープンサイエンスとし

て共有し標準化の主導権を握るかという戦略判断が問われる 47。CRDS レポートが強調する AI エー

ジェントの判断履歴（provenance）の記録 1 は、再現性確保のみならず、人間の着想の立証と営業秘

密の管理という両面において決定的な意味を持つ。 

7. 学術界の議論 

AI 生成論文・査読の増大は既に定量的に観測されている。Shen & Wang（arXiv:2602.00319）は、

2025 年の ICLR 査読の約 20%、Nature Communications 査読の約 12%が AI 生成と分類され、Nature 

Communications では 2024 年第 3〜4 四半期に急増したと報告する 56。Frontiers による約 1,600 名

の調査では 50%超が査読に AI を使用しており、その多くはガイダンス違反であった 57。Pangram 

Labs は 2025 年 12 月、ICLR 2026 の全 19,490 本・75,800 件の査読を解析し、15,899 件（21%）が

完全 AI 生成、査読の過半に何らかの AI 利用の痕跡、原稿 199 本（1%）が完全 AI 生成と判定して

論争を呼んだ 58。論文に隠しメッセージを埋め込み高評価を誘導するプロンプトインジェクション攻

撃も報告されている 57。 

出版社の対応としては、2025 年 3 月から 8 月までの 5 カ月間で高インパクトファクター誌 103 誌

が AI 査読ポリシーを更新した（Karger、Springer Nature、Wiley、IEEE 等）59。ただし AI 生成テキ

ストの信頼できる検出法は確立しておらず、既存ツールは大半の AI 生成査読を検出できないとの指

摘が支配的である 60。 

評価手法の面では、CORE-Bench（計算再現性）、PaperBench（AI 研究の複製）、MLGym、

AstaBench、HeurekaBench、Gravity-Bench、ReplicationBench 等のベンチマークが 2024〜2026 年

に相次いで登場している 61,62。Stanford HAI の 2026 AI Index は、26 モデルのハルシネーション率が

22〜94%と報告している 63。 

【分析】CRDS レポートが「AI が生成する仮説や論文が増えるほど科学的妥当性の確認が課題と
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なる」と述べる背景 1 には、AI が書き AI が査読する閉ループへの学界の強い危機感がある。レポー

トが記録・追跡可能性・人間による承認を繰り返し強調するのは、この構造的リスクへの制度的対

処を意識したものと読める。 

8. 日本企業・知財部門への示唆 

8.1 【即時】発明記録プロセス（conception trail）の再設計 

AI 支援研究においては、人間がどの段階で着想に創作的寄与をしたかを証跡化する運用を直ちに

整備すべきである。DABUS 確定後、日米欧いずれも「AI は道具、発明者は自然人」で安定するが
36,38,39、逆に言えば人間の寄与の立証が権利化の生命線となる。プロンプト履歴、モデル選択の理由、

効果確認の判断過程を発明届出に組み込むことが望ましい。閾値としては、出願で非自然人（AI）

が発明者欄に入る運用を全面的に禁止し、既存出願を監査することが挙げられる。米国 USPTO が

「人間が発明を特定して記述できる能力」を重視する方向に転じた以上 39,40、この証跡は米欧出願に

おいても直接的に効果を持つ。 

8.2 【短期・6〜12 カ月】AI 創薬・材料における plausibility の先取り 

G 2/21 を踏まえ、AI 生成候補については出願時点で技術的効果の実験的裏付けを具備してから出

願する運用（Insilico 方式）が有効である 53,55。計算設計から検証・出願までを数週間で回す IP 運用

能力への投資が求められる。物質特許の出願において出願時データが薄い案件は、実験検証の完了

まで出願を保留する社内ルールを設定することが考えられる。 

8.3 【短期】研究データ戦略の二分法の確立 

自律ラボの実験データ、とりわけネガティブデータについて、営業秘密として秘匿するか標準化

主導のためオープン化するかを事前に分類する必要がある。文部科学省の「オープン・アンド・ク

ローズ戦略」およびデータマネジメントプラン要求に対応し、クラウド型 AI の学習不利用・データ

レジデンシー・監査可能性を契約で担保することが実務的な要請となる 24。 

8.4 【中期・1〜3 年】戦略方針の予算機会の捕捉 

「AI for Science 革新的研究推進事業（ARiSE）」や「AI for Science 萌芽的挑戦研究創出事業

（SPReAD）」3、AI 駆動ラボ関連のフラッグシップ事業、AI 共用計算資源 10 倍増などの公的投資

に、産学連携で参画する機会がある 21。特に材料分野（3 年で新素材開発速度 10 倍の AI 駆動ラボ）、
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バイオ生成基盤モデル、大型研究施設の AI エージェント化が重点領域である 21。米国・英国との国

際連携枠にも活用の余地がある 21。 

8.5 【継続監視】審議会の帰趨 

産業構造審議会特許制度小委員会における AI 利用発明の発明者定義の見直しが法改正に至るかを

注視すべきである 45,46。方針転換のトリガーとなるのは、AI 開発者（学習データの選択やファイン

チューニングを行った者）、プロンプト入力者、効果確認者を発明者に含める類型化が正式に示さ

れた場合であり、その際には共同発明者の認定、職務発明、権利帰属（相当の利益）に関する契約

の全面的な見直しが必要となる 44。 

9. 留保事項 

・ 本レポートは CRDS の概観・短報型のショートレポートであり、戦略プロポーザルのような具

体的政策提言や定量目標を持たない。日本への政策的含意は本文では明示的な提言としてでは

なく、国際的議論とコンセンサス形成が欠かせないという一般的方向性の提示にとどまる（こ

の評価は本報告作成者の読解である）1 

・ 参考文献の Co-Scientist 論文・Robin 論文は Nature 誌の掲載ページが「1-3」表記の early access

段階であり、正式掲載は 2026 年 5 月 19 日である 1,8。また A-Lab 論文の脚注 DOI は 2023 年の

原論文ではなく 2026 年 1 月の Author Correction を指している 1,20 

・ Sakana AI の「査読通過」や Robin の「7.5 倍」など成果の一部は、独立検証または原論文中で

数値が縮小・留保されており、対外的表現と実証的到達点の乖離に注意を要する。特に Sakana 

AI の「査読通過」はワークショップ水準であり、本会議採択水準ではない。ただし The AI 

Scientist 自体は 2026 年 3 月に Nature 本誌に掲載されている 7,9,15,17 

・ Co-Scientist 論文および Robin 論文の正確な掲載日、ならびに二次情報が伝える抑制率等の具体

的数値は、原論文で未確認である 6,8,11,13 

・ 東京地裁判決（令和 6 年 5 月 16 日、令和 5 年（行ウ）第 5001 号）の事件番号・期日は二次情

報に依拠しており、判決原文は未確認である 36 

・ 日本の AI 法（人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律）の正確な官報公布日、

および同法条文が発明者定義に直接言及しているかは一次条文で未確認である。AI 法と発明者

定義見直しの関係は、AI 法の考え方を前提に知的財産推進計画 2025 が別途特許法上の検討を

推進するという間接的な連関として政府文書で確認した 43,44 
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・ 知財高裁令和 7 年 1 月 30 日判決の逐語引用の一部は法律事務所解説等の二次情報を経由してお

り、判決原文は本調査では直接確認していない 36,46 

・ 法解釈・政策の方向性が未確定の論点（AI 協働発明の発明者性、AI 自律発明の扱い、AI 査読

の可否、USPTO 新ガイダンスに対する裁判所の対応）については各国とも議論が継続中であ

り、断定を避けるべきである 40,41,44 

・ 上記 URL はいずれも 2026 年 8 月時点で参照したものであり、内容が更新されている可能性が

ある 
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